













兒 嶋 俊 郎
（長岡大学）　
1   満州、満州国といった用語には本来「」を付すべきであるが、煩瑣になるため省略する。
2   兒嶋俊郎「研究ノート『満洲交通史』を通じてみた日本帝国主義の東北支配」（『長岡大学　生涯学習センター研究実践報告』
第５号　2006 年３月）を参照されたい。
3   とはいえ満州国建国の過程は複雑な経路をたどった。この点に関しては例えば、山本有造編 『満州国の研究』（緑陰書房
　1995 年）の「第２章　『満洲国』の創出」を参照されたい。また親日派など満州国建国に関わった在地勢力の関しては、
浜口裕子『日本統治と東アジア社会』（勁草書房　1996 年）が重要である−特に「第二章　満洲事変と中国人」。
4   具体的には、吉長、四洮、洮昂、吉敦、瀋海、呼海 （松花江および関連の水運を含む）、吉海、斉克、洮索、奉山 （打通
線および附属港湾を含む）の諸鉄道等を指す（満州国鉄道借款及び委託経営契約　第１条、「満州国国有鐵道諸契約等調
印ノ経過及主要契約写」40 頁。村上文書 7Q-1 ）
　 この「満州国国有鐵道諸契約等調印ノ経過及主要契約写」は「特秘」扱いで、16 部作成されそのうちの第 5 号が村上理
事に配布された。16 部の配布先は以下のとおりである。
第 1 号 総裁 第 5 号 村上理事 第 9 号 大淵理事 第 13 号 鉄道建設局長
第 2 号 副総裁 第 6 号 山西理事 第 10 号 山崎理事 第 14 号 文書課長
第 3 号 伍堂理事 第 7 号 竹中理事 第 11 号 鉄路総局長 第 15 号 文書課文書係
第 4 号 十河理事 第 8 号 河本理事 第 12 号 総務局長 予備 （文書課保管）
　 村上文書については、「資料　村上義一文書（関係記録）目録」『法学研究』第 49 巻第 4 号、1976 年、が詳しい。また「マ
イクロフィルム版　慶應義塾大学図書館所蔵　村上義一文書　収録文書目録」には、村上文書を利用した佐藤元英・波多
野澄雄「満州事変前後の満鉄」が収められている。本稿の記述とも重なるので参照されたい。
5   ただ行論中に明らかにするように、この権限が従来からの満鉄社線にまで、あるいは満鉄本体の経営にどの程度及んだの
かはまだ明らかではない。












　1928 年 12 月の易幟以後東北は国民政府の下にはいり、中国の政治的統一が実現した 9。張学良政権下では新式軍
隊の整備、経済や教育の近代化が進められ、何より民族意識の高揚に支えられ国権の回復が強く要求された。




　その後張学良のもと 1928 年 12 月東三省交通委員会（1924 年設置）が東北交通委員会に改組され、委員長翟文選、
副委員長高紀毅のもと葫藘島を拠点とする三大幹線からなる鉄道網建設計画図推進されたことは 11、満鉄のみなら
ず日本側にとって満蒙特殊権益を脅かす深刻な事態と受け止められ、満鉄平行線問題 12・葫藘島築港問題として政
7   後宮淳「極秘　満州国有鉄道諸契約調印の経緯」（村上文書 7Q-1 ）。本資料は『満鉄史資料　第二巻　路権編（第四分冊）』
（中華書局　吉林省社会科学院 《満鉄史資料》編纂組編、1979 年）にも、冒頭 「一、満鉄在関東軍指使下壟断中国東北鉄
路交通経営権　１奪取東北鉄路、水運権益経過　満州事変后国有鉄道処理経過報告概要」（ 1077 ～ 1107 頁）として収め
られている。
8   片倉衷「満州事変機密政略日誌」『現代史資料（7 ） 満州事変』（みすず書房、オン・デマンド版）。
9   もちろんこの間国共対立があり、各地地方政権の独自性が存在したことは事実であるが、基本的に国民政府が政治的統一
を実現したと考える。
10  この点芳井研一『環日本海地域社会の変容』（青木書店、2000 年）115 ～ 116 頁参照のこと。満州鉄道問題に関しては、特に「第
五章　満鉄培養線敷設問題」、「第八章　吉会鉄道敷設の政治過程」が重要である。また 20 年代には日本側も中国の鉄道
建設の意欲を「利用」することで、満鉄培養線の建設につなげようとしていた（芳井書 114 ～ 115 頁）。なおこの時期に




11  東北交通委員会が推進した計画に関しては、前掲兒嶋 「在満鉄道に対する軍事的支配をめぐる葛藤−満州国線の満鉄への














































　この様な日中の対立をどうするかについて、日本側も一枚岩ではなかった。例えば 1930 年３月 18 日に外務大臣
官邸で開催された鉄道問題に関する協議 17 では、日中間の鉄道問題処理方針をめぐって、前年の８月満鉄総裁に就






13  前掲芳井 『環日本海地域社会の変容』、特に「第四章　天図鉄道敷設問題」、「第五章　満鉄培養線敷設問題」、「第七章　
安東領事館分館設置問題の余波」、「第八章　吉会鉄道敷設の政治過程」参照。
14  「極秘　満蒙ニ於ケル将来ノ鉄道ニ関スル方針」村上文書５Ｄ−３
15  水野明『東北軍閥政権の研究』国書刊行会、1994 年、304 頁より。
16  このうち①②③は田中内閣時代、山本条太郎満鉄総裁が張作霖との間でまとめた山本 = 張協約 （ 1927 年 10 月 15 日）に
含まれ、なおかつ東方会議の決定 「満蒙ニ於ケル諸懸案解決ニ関スル件」（ 1927 年６月 27 日から７月７日）でもあげら
れた路線である。日本側としては山本 = 張協約をその根拠一つとして考えていたであろう。前掲加藤 『満鉄全史』93 ～
99 頁参照。






























21  この点前掲芳井書 「第８章　吉会鉄道敷設の政治過程」208 ～ 211 頁。なおこの時期の外務省は第二次幣原外交の時期で
あるが、幣原外交に関しては、服部龍二『幣原喜重郎と二十世紀の日本−外交と民主主義』（有斐閣、2006 年）の特に「第
２章　第一次外相期」「第４章　第二次外相期」が参考になる。









22  前掲芳井書 211 頁。
23  注 21 参照のこと。
24  なお満州事変直前における幣原外相の鉄道問題への対処。木村満鉄理事と張学良の交渉、それに対する国民政府の対応に
関しては前掲佐藤・波多野「満州事変前後の満鉄」11 ～ 20 頁参照のこと。
25  この間の経緯に関しては、前掲古屋 「第２章　『満州国』の創出」、前掲浜口 『日本統治と東アジア社会』）、特に「第二
章　満州事変と中国人」、山室信一『キメラ』（中公新書、2004 年増補版）を参照されたい。
26  前掲兒嶋「研究ノート 『満洲交通史稿』を通じてみた日本帝国主義の東北支配」参照のこと。






















れていた 34。これは９月 22 日の案を発展させたものであった。本案はまず冒頭の「方針」で、「満蒙ヲ独立国トシ
之ヲ我保護ノ元ニ置キ」と満州国建国の基本を示した上で、「要領」の五の２、３で各々「国防ハ之ヲ日本ニ委任ス」、




30  前掲「満州事変機密政略日誌」195 頁。
31  この間の経緯は「満州事変機密政略日誌」192-196 頁参照のこと。
32  「満州事変機密政略日誌」198 頁。この件を関東軍に報告したのは満鉄鉄道部次長の佐藤應次郎と、営業課長の山口重次で
あった。村上義一はこの当事理事兼鉄道部長である。従って村上直属の部下が関東軍司令部中枢に報告に行ったことにな
る。
33  前掲佐藤・波多野「満州事変前後の満鉄」21 頁。




























いる。10 月６日の会談では、内田は本庄司令官と約 1 時間懇談の後「大いに満足の意を表し挙国一致事に処するの
要あるを述べ」たとされる 39。






















37  「満州事変機密政略日誌」201-203 頁
38  「満州事変機密政略日誌」203-204 頁
39  「満州事変機密政略日誌」204 頁


















42  「満洲事変における軍の統帥（案）　 （参謀本部）」337 頁。
43  「満洲事変における軍の統帥（案）　 （参謀本部）」338 頁。
44  「満洲事変における軍の統帥（案）　 （参謀本部）」338 頁。「一、方針」から。
